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１ 統一的な基準に基づく財務書類作成について 

 
現在、地方公共団体の会計は、現金収支に着目した「現金主義・単式簿記」

が採用されています。 

この制度は、現金の動きがわかりやすい反面、資産や負債などのストック情

報や行政サービスを提供するために発生したフルコスト情報（※）が不足してい

るという欠点を持っています。 

これに対応するため、総務省の主導により「発生主義・複式簿記」による企

業会計的手法を導入しようとする動きの中で、太子町は地方財政状況調査（決

算統計）を活用する「総務省方式改訂モデル」で作成・公表しておりました。

続いて、「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」(平成27年１月

23日総務大臣通知)の要請により、全ての地方公共団体において全国的に統一的

な基準による財務書類等を作成し、財務状況の団体間比較やストック情報を「見

える化」する取り組みが推進されており、太子町でも「統一的な基準による財

務諸類」を、平成28年度決算より作成し公表することとしました。 

※フルコスト情報とは、減価償却費や退職手当引当金繰入額など現金主義では見えにくいコ

ストを含めた行政サービスの総コストをいいます。 

 

(1) 対象会計                                             

一般会計等（一般会計・墓園会計）を対象とします。 

（国民健康保険事業等の事業会計、公営企業会計は含みません。） 

 

(2) 基準日 

年度末日（３月31日）を基準日としています。また、出納整理期間（４月

１日～５月31日）における出納については、基準日までに終了したものとし

て処理しています。 

 

(3) 基礎データ 

  執行データに基づき、期末一括仕訳により分類します。 

 

 



2 

 

２ 財務書類４表の構成 

 

財務書類は以下の４表から構成されています。 

表の名称 表の特徴 

貸借対照表 

（ＢＳ・バランスシート） 

住民サービスを提供するために保有している

資産と、その資産をどのような財源（負債、純資

産）で調達してきたかを総括的に対照表示したも

のです。 

 なお、固定資産については、固定資産台帳より

算定しています。 

行政コスト計算書（ＰＬ） 

１年間の行政活動のうち、資産形成につながら

ない人的サービスや給付サービス等のための経

費と、それに対する直接の対価として得られた使

用料等の経常収益を対比させたものです。 

純資産変動計算書（ＮＷＭ） 

行政コスト計算書で算定した「純行政コスト」

をどのような財源でまかなったかを表すととも

に、バランスシートの純資産の部に計上されてい

る各数値が、１年間でどのように変動したかを表

したものです。 

資金収支計算書（ＣＦ） 

歳計現金（＝資金）の出入りの情報を、「業務

活動収支」、「投資活動収支」及び「財務活動収

支」の３つの区分に分けて表示したものです。 
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３ 財務書類４表の相関関係 

 

 財務書類４表は以下のような相関関係になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常費用 
｜ 

経常収益 
‖ 

純行政コスト 

貸借対照表 

【ＢＳ】 

行政コスト計算書 

【ＰＬ】 

 

資産 
 

 

（現金預金） 

 

負債 

 

純資産 

 
収入 
｜ 
支出 
‖ 

本年度末資金残高 
＋ 

歳計外現金残高 
‖ 

本年度末現金預金残高 
 

 

前年度末純資産残高 
｜ 

純行政コスト 
＋ 

税収等、国県等補助金 
＋ 

無償所管換等 
‖ 

本年度末純資産残高 
 

純資産変動計算書 

【ＮＷＭ】 

資金収支計算書 

【ＣＦ】 
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４ 貸借対照表（ＢＳ・バランスシート） 

 

貸借対照表【要約版】 

                            (千円) 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 

貸借対照表は、年度末における ①資産、②負債、③純資産 を対比させて

表示したものです。 

 

 

資産の部 金額 負債の部 金額 

１固定資産 

(1) 有形固定資産 

(2) 無形固定資産 

 

26,076,997 

68,960 

１固定負債 

(1) 地方債 

(2) 退職手当引当金 

(3) その他 

 

11,185,003 

1,156,360 

24,943 

２固定資産(投資等) 

(1) 投資及び出資金 

(2) 長期延滞債権 

(3) 基金 

(4) 徴収不能引当金 

 

1,491,755 

130,743 

1,326,736 

△ 16,081 

２流動負債 

(1) １年内償還予定地方債 

(2) 賞与等引当金 

(3) 預り金 

(4) その他 

 

949,408 

94,441 

918 

9,210 

３流動資産 

(1) 現金預金 

(2) 未収金 

(3) 基金(財政調整基金) 

(4) 徴収不能引当金 

 

295,077 

45,662 

2,171,220 

△ 233 

負債合計 13,420,284 

純資産の部 金額 

１固定資産等形成分 

２余剰分(不足分) 

31,250,331 

△ 13,079,777 

純資産合計 18,170,554 

資産合計 31,590,838 負債及び純資産合計 31,590,838 
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① 資産の部 

１ 固定資産 

(1) 有形固定資産  260 億 7,699 万７千円 

昭和60年度以降に取得した建物、土地等は取得価格で評価し、昭和59

年度以前に取得したものは再調達価格で評価しています。ただし、取得

価格が不明な道路は、備忘価格１円で算定することとなっています。 

償却資産の減価償却額は、固定資産の当該会計年度開始時における帳

簿価格に、耐用年数の区分に基づき、定額法により算出しています。 

また、実施設計のみを当年度に行い、翌年度以降に工事を行う等の費

用は、建設仮勘定へ計上しています。 

 (2) 無形固定資産  6,896 万円 

無形固定資産には、庁内ネットワークシステム機器にかかる構築費用、

システムライセンス等を計上しています。 

 

２ 投資その他の資産 

(1) 投資及び出資金  14 億 9,175 万５千円 

公営企業会計や外郭団体への出資金等です。 

このうち、水道事業会計への出資金は５億 140 万円、下水道事業会計

への出資金は９億 4,920 万５千円となっています。 

(2) 長期延滞債権  １億 3,074 万３千円 

納付期限や回収期限から１年以上が経過しているにもかかわらず、収 

入されていない町税や使用料などの債権を計上しています。 

＝ + 将来の世代に引継ぐ社

会資本や債務返済財源等

の金額 

①資産【住民の財産】 

②負債【将来の世代の負担】 

③純資産【これまでの世代の負担】 

将来の世代が負担しなければならない金額 

これまでの世代が負担した金額 
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(3) 基金  13 億 2,673 万６千円 

基金のうち、財政調整基金以外の基金を計上しています。 

(4) 徴収不能引当金  △ 1,608 万１千円 

長期延滞債権のうち、回収不能となることが見込まれる金額を、過去

５か年の不納欠損実績を基に不能欠損率を算出し、マイナス値で計上し

ています。 

 

３ 流動資産 

(1) 現金預金  ２億9,507万７千円 

形式収支（歳入総額から歳出総額を差し引いた額）及び歳計外現金残

高を計上しています。 

(2) 未収金  4,566万２千円 

当年度中に期限があったもののうち、収入されなかったものを計上し

ています。なお、期限から１年以上が経過しているものは、前述の「長

期延滞債権」に計上しています。 

(3) 基金  21億7,122万円 

基金のうち、流動性の高い財政調整基金を計上しています。   

(4) 徴収不能引当金  △ 23万３千円 

未収金のうち、回収不能となることが見込まれる金額を、過去５か年

の不納欠損実績を基に不能欠損率を算出し、マイナス値で計上していま

す。 

 

② 負債の部 

１ 固定負債 

(1) 地方債  111億8,500万３千円 

地方債残高のうち、令和３年度以降の償還予定額は固定負債に、令和

２年度の償還予定額は流動負債の「１年内償還予定地方債」に計上して

います。 

(2) 退職手当引当金  11億5,636万円 

基準日に在職する、特別職を含む職員が普通退職したと仮定した場合

の退職手当支給額を計上しています。（当年度末退職者は除きます。） 
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(3) その他  2,494万３千円 

リース支払残高のうち、令和３年度以降の支払予定額は固定負債に、

令和２年度の支払予定額は流動負債の「その他」に計上しています。 

 

２ 流動負債 

(1) １年内償還予定地方債  ９億4,940万８千円 

地方債の年度末残高のうち、翌年度に予定されている元金償還額を計

上しています。 

(2) 賞与等引当金  9,444万１千円 

６月に支給される賞与（期末・勤勉手当）のうち決算年度の負担相当

額（４か月分）を計上しています。 

(3) 預り金  91万８千円 

歳計外の現金残高を計上しています。 

(4) その他  921万円 

リース支払残高のうち、翌年度に予定されている支払額を計上してい

ます。 

 

③ 純資産の部 

純資産の増加は、現世代の負担によって将来世代にも利用可能な資源が蓄積

され、将来世代の負担が軽減されたことを示し、純資産の減少は、現世代が将

来世代の資源を費消して便益が享受され、将来世代に負担が先送りされた状況

を示します。 

 

１ 固定資産等形成分  312億5,033万１千円 

資産形成のために充当した資源の蓄積で、固定資産や基金等の形態で保

有されています。具体的には貸借対照表の固定資産と、流動資産における

短期貸付金及び基金を加えた額です。 

２ 余剰分（不足分）  △ 130 億 7,977 万７千円 

純資産残高のうち、固定資産等の形成に充当されていない部分であり、純

資産残高から固定資産等形成を控除した金額です。 
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５ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

 

行政コスト計算書【要約版】 

(千円) 

経常行政コスト 

経常費用（業務費用） (a) 

１ 人にかかるコスト(人件費) 

(1) 職員給与費 

(2) 賞与等引当金繰入額 

(3) 退職手当引当金繰入額 

(4) その他 

２ 物にかかるコスト(物件費等) 

(1) 物件費 

(2) 維持補修費 

(3) 減価償却費 

(4) その他 

３ その他業務費用 

(1) 支払利息 

(2) 徴収不能引当金繰入額 

(3) その他 

経常費用（移転費用） (b) 

１ 補助金等 

２ 社会保障給付 

３ 他会計への繰出金 

４ その他 

 

3,741,461 

1,332,396 

1,260,611 

△ 1,325 

△ 12,598 

85,708 

2,276,976 

1,476,179 

25,597 

773,726 

1,373 

126,283 

61,602 

171 

64,510 

5,580,817 

1,774,318 

2,585,864 

1,186,716 

33,919 

経常収益 (c) 

１ 使用料及び手数料 

２ その他 

253,269 

122,495 

130,774 

純経常行政コスト (a)+(b)-(c) 9,063,203 
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臨時損失 資産除売却損 

臨時利益 資産売却益 

0 

- 

純行政コスト 9,063,203 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 

貸借対照表が、これまでの行政活動によって形成された建物・土地などの資

産及びその財源である地方債などのストック情報を表したものであるのに対し、

行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動のうち、資産の形成には結び

つかない行政サービスに係る経費及び使用料等の経常収益のフローを表したも

のです。 

 

◎経常費用 

(a) 業務費用 

人にかかるコスト…給与、報酬等の人件費です。 

物にかかるコスト…物件費や有形固定資産の当年度の減価償却分です。 

その他の業務費用…借入利息の支払い等です。 

(b) 移転費用 

各種団体への補助金や分担金、及び社会保障給付費に係る扶助費が大き

なウエイトを占めています。 

また、特別会計及び企業会計に対する繰出金も含みます。 

 

◎経常収益 (c) 

町が提供する様々な行政サービスの対価としての収入です。 

 

◎純経常行政コスト 

経常行政コストから経常収益を差引きした「純経常行政コスト」は、経常収

益の外に町税、地方交付税、国県補助金等で賄うべきコストがどれだけあるか

を表しています。 
 

◎純行政コスト 

純経常行政コストから、臨時損失、臨時収益を加味した額です。 



10 

 

６ 純資産変動計算書（ＮＷＭ） 

 

純資産変動計算書【要約版】 

  （千円） 

前年度末純資産残高 a) 16,810,223 

純行政コスト(△) b) 

財源 c) 

 税収等 

 国県等補助金 

△ 9,063,203 

9,838,951 

7,298,698 

2,540,252 

本年度差額 d) = a) + b) + c) 775,747 

資産評価差額 

無償所管換等 

- 

0 

本年度純資産変動額 e) 775,747 

本年度末純資産残高 f) = a) + e) 18,170,554 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が、１年間でどのように変

動したかを表しています。この表で、今までの世代が負担してきた部分の増減

がわかります。 

 

◎概要 

行政コスト計算書において算定した純行政コスト 90億 6,320 万３千円に対し

て、地方税や地方交付税などの経常的な一般財源が 72 億 9,869 万８千円、国県

等の補助金等の受け入れが 25 億 4,025 万２千円となっています。 

結果、本年度の純資産の変動額は７億 7,574 万７千円増加し、年度末純資産

残高は 181 億 7,055 万４千円となりました。 
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７ 資金収支計算書（ＣＦ） 

 

資金収支計算書【要約版】 

  （千円） 

区分 金額 主な内容 

１ 業務活動収支 1,437,312  

 支出 8,544,738 人件費、物件費、補助金等 

収入 9,982,051 税収等、国県等補助金等 

２ 投資活動収支 △ 2,677,256  

 支出 3,145,782 公共施設等整備費、基金積立金等 

収入 468,527 国県等補助金、基金取崩等 

３ 財務活動収支 1,062,659  

 支出 916,841 地方債償還等 

収入 1,979,500 地方債発行等 

本年度資金収支 a)  △ 177,284  

前年度末資金残高 b) 471,443  

本年度末資金残高 a)+b) 294,159  

本年度末歳計外現金残高 c) 918  

本年度末現金預金残高 a)+b)+c) 295,077  

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 

資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入り状況を、「１業務活動収支」、「２

投資活動収支」及び「３財務活動収支」に分けて表示した財務書類です。 

本町においては、公共施設等の整備により「投資活動収支」の収支不足（赤

字）が 26 億 7,725 万６千円となり、「業務活動収支」の収支余剰（黒字）14 億

3,731 万２千円、及び「財務活動収支」の収支余剰（黒字）10 億 6,265 万９千

円と合わせても、全体の資金収支は１億 7,728 万４千円の減少となりました。 

この結果、年度末の歳計外現金残高も合わせた本年度末現金預金残高は２億

9,507 万７千円となりました。 
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１ 業務活動収支 

人件費、物件費などの日常行政サービスを行うにあたっての支出と、その支

出を賄う地方税、地方交付税などの収入を表しています。 

収支は14億3,731万２千円の黒字となり、公共施設整備や地方債償還などに

充当されることとなります。 

 

２ 投資活動収支 

公共施設の整備や社会資本整備のための支出と、その財源となった国県補助

金や地方債などの収入を表しています。投資活動のうち、４億1,178万８千円

については、平成30年度より公営企業会計となった下水道事業への出資金とな

っています。 

 

３ 財務活動収支 

地方債の償還や貸付金などの支出と、その財源となった国県補助金や貸付金

の回収額などの収入を表しています。投資的事業の実施による起債発行額の増

減で収支は大きく変化しますが、今年度は19億7,950万円の黒字となっていま

す。 

 


